
                                2026年 6月 29日 

 

「お客さま本位の業務運営に関する方針」の取組状況に係る指標（KPI）の公表について 

 

 

 グローバルアイディアル株式会社は、2017年 2月に「お客さま本位の業務運営に関する方針」を策定・

公表し、お客さま本位の業務運営に取り組んでまいりました。 

また 2021年 8 月に上記「方針」の改訂を行い、2022 年 6 月には「お客さま本位の業務運営に関する

方針」に係る取組状況を測る指標（KPI）について内容・公表時期等の見直しを行いました。 

今般、過去 1 年間（2025 年 3 月～2026 年 2 月）における当社の取組状況をまとめましたので、ここ

に公表いたします。 

 

取組状況を測る指標（KPI）については、今後も定期的に公表するとともに、必要に応じ見直しを図り、

継続的な「お客さま本位の業務運営の向上」を目指します。 

また、「お客さま本位の業務運営に関する方針」および取組状況については、社員への一層の浸透を図り、

業務品質の向上・保険募集品質の向上に努めてまいります。 

 

以下、当社の「お客さま本位の業務運営に関する方針」の各項目に対応する「取組状況に係る指標（KPI）」

を掲載します。 

 

 

２．お客さまの最善の利益の追求 

【基本方針】 

お客さまの最善の利益を図るべく、高度な専門性と職業倫理を保持し、業務を遂行します。 

＜具体的な取り組み＞ 

■関連する各種法規制やガイドラインを遵守し、お客さまに資する行動ができるような従業員教育に 

努めます。 

 

★研修実施回数について 

保険業務を適切に実施するうえで必要となる各種コンプライアンス研修と、当社取扱の各保険会社の商

品研修を網羅的に行うことが、「高度な専門性と職業倫理の保持・業務の遂行」に繋がると考えます。 

業界で実施が義務付けられている「継続教育研修」に加え、当社独自の取組として、社内コンプライアン

ス研修テスト「グローバルどうじょう」を毎月実施しています。 

また、週 1 回の全社 TV ミーティングにて当社独自の各種研修を行っているほか、保険会社様によるコ

ンプライアンス研修・保険商品研修を下記のとおり実施しました。（2025年 3月～2026年 2月） 

 

社内コンプライアンス研修 28回

保険会社コンプライアンス研修 8回

全社員向け保険商品研修 63回
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さらに上記全体研修に加え、各オフィスにおいても、各保険会社担当者様による商品研修が適宜実施さ

れていることを本社にて把握し確認しています。 

 

★従業員の保有資格（FP）について 

お客さまのご期待に応える、高度な専門性と職業倫理の保持・向上を測る指標と考えます。 

前年に比べ、一部資格について資格保有者数が減少しましたが、保有割合は全ての資格について増加、ま

たは横ばいとなりました。引き続き、専門性の高い人材の育成に努めてまいります。 

 

【各 FP資格】＊2026年 2月 28日現在（事務職員を除く） 

FP資格 保有人数 社内割合 

CFP・AFP 47名（-1 名） 18.73％（0.05P↑） 

1級・2級ファイナンシャルプランニング技能士 95名（+2 名） 37.85％（1.66P↑） 

TLC 136名（-3 名） 54.18％（0.09P↑） 

＊CFP・AFP：日本ファイナンシャル・プランナーズ協会認定 FP 

＊1 級・2 級ファイナンシャルプランニング技能士：厚生労働省認定 FP 

＊TLC：生命保険協会認定 FP 

 

３．利益相反の適切な管理 

【基本方針】 

 お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある取引の防止に努めます。 

＜具体的な取り組み＞ 

■保険会社の募集手数料の多寡やキャンペーンの有無などを優先することなく、お客さまのご意向に 

沿った保険募集を遵守します。 

 

★意向把握・比較推奨記録のチェックについて（生命保険） 

当社募集人が募集した保険契約につきましては、各オフィスにて拠点長等が一次チェックを行った後、

本社担当者にて再度全件チェックを行っています。 

下記は、本社にて行った再チェックにおいて、何らかの指摘・指導を行った件数です。 

 

※意向把握・比較推奨記録が必要なケースにおける本社指摘内容の内訳（2025年 3月～2026年 2月） 

指摘種類 修正・指導のレベル 件数 項目別割合 

指摘無し 記載内容に不備がないもの。 7,915  86.90% 

指摘有り 軽微な指摘で修正の必要がないもの。 259  2.84% 

要再提出 記載内容に不備があり修正を指示し再提出したもの。 926  10.17% 

要指導 提案方法や記載内容に指導の必要があり、直接募集人や

マネージャーに指導したもの。 

8  0.09% 

 

（合計） 9,108  100.00% 

「要指導」に該当した場合、指導により提案方法などの改善が行われたことを確認しています。 
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前年に比べ、「要再提出」指示の割合が 1.36P増加し、「要指導」指示の割合は 0.41P低下しました。 

募集プロセスの検証を行い PDCA を回し続けることで、引き続き意向把握・確認義務の徹底と、比較推

奨販売のプロセスチェックを行ってまいります。 

 

★取扱生命保険会社の販売件数シェア（新規販売件数ベース） 

対象期間：2025年 3月～2026年 2月 

保険販売が特定の保険会社に偏っているか否かを表す指標と考えます。 

当社では 2026 年 2 月時点で生命保険会社 29 社（新規契約取扱が可能な会社は 28 社）の商品を取扱っ

ておりました。うち当該期間に 28社全ての保険会社の商品について新規契約を取扱いました。 

当社での全販売件数に占める各保険会社の販売商品件数の具体的な内訳は以下の通りです。 

（販売件数上位 10社の保険会社のみ保険会社名を記載、それ以外は「その他」に分類） 

 

保険会社の販売件数シェアについての考察： 

前年と比べると、販売件数全体に占める上位 5社のシェアは 53.3％→50.9％と低下、上位 10社のシェア

も 87.6％→82.5％と低下しました。件数上位 10社の顔ぶれに変化はありませんでした（順位は変動）。 

当社では、募集人がお客さまのご意向を把握したうえで当社ルールに基づいた比較推奨販売を行ってお

ります。最終的な申込保険会社につきましては、お客さまによる商品選択の結果となりますが、おおむね

各保険種類における各社保険商品の商品優位性が反映されているものと思われます。募集手数料の多寡

やキャンペーンの有無による偏りは見られませんでした。 
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４．お客さまへの適切な情報提供 

【基本方針】 

 保険商品・サービスなどに関する重要な情報について、適切かつ十分な情報提供を行います。 

＜具体的な取り組み＞ 

■保険商品の内容・ご契約に際しての重要な事項について、重要事項説明書（「契約概要」、「注意喚起 

情報」）などを用い、適切かつ十分なご説明に努めます。 

■特定保険契約については、お客さまのご負担となる費用（保険契約関係費・資産運用関係費）や市場 

変動リスク（為替・株式・債券等）に関して、より丁寧な説明に努めます。 

 

★「お申込前のご確認事項」の取付数 

当社では、当社所定の「お申込前のご確認事項」という書類を用いて、お客さまへの適切な情報提供・重

要事項説明などが行われたかどうかの実施確認を行っています。適切な説明などを行ったことをお客さ

まにご確認いただくため、当該書類についてお客さまにご署名のうえご提出いただいています。 

 

※2025年 3月～2026年 2月の生命保険契約におけるデータ 

 

また、特定保険契約の販売においては、費用やリスクについて、より丁寧な説明・対応を実施したことの

証跡を当社所定の「意向把握シート」に記録することとしています。 

 

５．お客さまにふさわしい商品・サービスの提供 

【基本方針】 

 お客さまのニーズを的確に把握し、お客さまのご意向に沿った保険商品・サービスをご提案します。 

＜具体的な取り組み＞ 

■お客さまの資産状況・取引経験・知識・取引目的・ニーズを把握し、お客さまのご意向に沿った保険 

商品・サービスのご提案に努めます。 

■高齢のお客さま・特定保険契約に加入のお客さまについては、ご要望に応じてより配慮したフォロー 

アップに努めます。 

 

★販売商品構成（生命保険）について 

お客さまの様々なご意向に沿った提案が、適切に実践されたことを測る指標と考えます。 

昨年と同様に幅広い商品群が販売されました。今年度の傾向として終身保険・収入保障保険・特定疾病保

険・介護保険などの販売比率が前年に比べ上昇した一方、養老保険・医療保険・個人年金保険などの販売

比率が前年に比べ低下しました。お客さまの資産運用ニードを受け、外貨建一時払商品や一時払変額個

人年金保険などの販売が好調となっています。 

お申込み前のご確認事項

当社ルールにて書類取付が必要なケース 8,476件

ご署名およびご提出が確認できたケース 8,474件

実施割合 99.98%
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当社では、お客さま各々のご意向に沿った商品提案がなされていることを意向把握・比較推奨記録のチ

ェックにて確認しています。また特定保険商品（変額保険・外貨建保険）を提案する場合には、お客さま

の適合性確認の記録を当社所定のシートに残すこととしています。 

引き続き、お客さまのご意向に基づいた商品提案、販売に努めてまいります。 

 

保険種類 販売商品数 販売件数割合 対前年比 

終身保険 53 18.60％ （1.01P↑） 

収入保障保険 22 7.61％ （1.84P↑） 

定期保険 44 4.21％ （0.13P↑） 

養老保険 23 8.90％ （1.75P↓） 

医療保険 36 25.05％ （1.56P↓） 

がん保険 18 12.94％ （0.35P↓） 

学資保険 2 0.01％ （0.02P↓） 

個人年金保険 14 13.22％ （0.88P↓） 

特定疾病保険 23 5.77％ （0.68P↑） 

介護保険 11 3.33％ （0.91P↑） 

所得保障保険 6 0.35％ （0.02P↓） 

合計 252 100.00％  

＊販売商品数：各保険種類で当社が取扱い可能な商品の内、実際に販売された商品数 
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★ご契約（生命保険）の継続率について 

お客さまにふさわしい商品・サービスが提供された場合、ご契約は長期にわたりご継続いただけるもの

と思われます。その観点からご契約の継続率は、お客さまとの信頼関係（「ご加入された保険内容」・「ア

フターフォロー」等の満足感）を測る指標と考えます。 

 

＊IQA24：ご契約後 24 か月間の継続率を示す指標 

＊ソニー生命：2025年 3 月 1日契約日～2026年 2 月 28 日成立日の契約を 100 とし、 

2026年 3 月 1 日時点でご契約が継続されている割合 

ほとんどの保険会社において昨年と同等または昨年を上回る高い継続率となりました。 

引き続き、長くご契約をご継続いただけるような適切な商品提案・ご契約のフォローアップに努めてま

いります。 

 

★フォローアップの取り組み（既契約者さまアンケート） 

2021年よりご契約者さまのフォローアップに注力しております。とくに、高齢者のお客さま・特定保険

契約をご契約のお客さまに対しての継続的なフォローアップについて注力する活動を行っています。 

その一環として、高齢者のお客さま・特定保険契約をご契約の一部のお客さまに満足度アンケートを実

施しています。昨年も以下のとおりアンケートを実施しました。 

 

アンケート実施時期：2025年 11月～12月 

アンケートの方法：WEB回答方式と郵送回答方式の併用 

回答率：高齢者のお客さま 26.76％ 特定保険契約をご契約のお客さま 26.92％ 

 

5段階評価にて満足度をお聞きし、「とても満足」「おおむね満足」とご回答いただいたお客さまの割合 

 

「保障内容」「対応・サービス」の評価が上昇した一方、「アフターフォロー」のポイントが低下しました。

今後フォローアップの活動に更に注力し、お客さま満足度の向上に努めてまいります。 

【各社継続率】＊生命保険契約個人契約件数の上位５社 

保険会社名 指標 継続率 

ソニー生命 24 か月  98.99％ 

ＦＷＤ生命 IQA24  97.89% 

なないろ生命 IQA24  92.68％ 

第一ネオ生命 IQA24  97.84% 

チューリッヒ生命 IQA24  97.49％ 

 

既契約 対前年比

現在ご加入の保障内容について 91.60% （2.88P↑）

担当者・代理店の対応やサービスについて 88.06% （1.59P↑）

担当者のアフターフォローについて 71.91% （1.49P↓）
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６．お客さまの声を経営に活かす取り組み 

【基本方針】 

 お客さまの声を真摯に受け止め、業務運営の改善に努めます。 

＜具体的な取り組み＞ 

■お客さまのご要望に誠実・迅速かつ適切に対応するとともに、「お客さまアンケート」により集約した 

お客さまの声を経営に活かし、業務改善・業務品質の向上に努めます。 

 

★お客様からお寄せいただいた苦情の件数 

対象期間：2025年 3月～2026年 2月 

苦情件数：生命保険関連 94件（前年比 5件減）、損害保険関連 40件（前年比 5件増） 

 

お客さまからお寄せいただきました「苦情」につきましては、全件対応完了しております。 

また、お客さまアンケートにて回答いただきました「苦情」「お褒めの言葉」につきましては、全社ミー

ティングや社内共有ドライブなどにて社内で共有を図っております。引き続きお客さまの声に耳を傾け、

業務運営の改善に努めてまいります。 

 

★新契約者様向けアンケート 

対象期間：（2025年 3月～2026年 2月） 

アンケートの方法：WEBアンケート（QRコード読込からWEBアンケートに回答する仕組みにより） 

有効回答数：940件 

 

5段階評価にて満足度をお聞きし、「とても満足」「満足」とご回答いただいたお客さまの割合 

 

ご契約のお申込手続き直後ということもあり、非常に高い評価をいただいています。前年に比べ、「満足」

とお答えいただいた方の割合が微減となりました。お客さまからお寄せいただくフリーコメントには多

くのお褒めの言葉や感謝の言葉をいただいており、全社ミーティングなどにて社内で共有を図っており

ます。お客さまからの高いご評価をご契約後も維持できるよう、フォローアップに努めてまいります。 

 

★既契約者さま向けアンケート（上記参照） 

 

★保険会社との連携 

当社では、複雑な保険商品やリスクのある保険商品に関しては、保険会社のより良い商品開発に役立て

てもらうために、商品を購入したお客様の声を保険会社に伝えるとともに、代理店として保険会社がど

のような商品組成を行っているかを把握し、お客様の最善の利益の実現に貢献できるよう、より充実し

たご提案ができるように努めてまいります。 

新契約 対前年比

今回ご加入の保障内容について 98.72% （0.10P↓）

担当者の振る舞いや対応について 99.15% （0.68P↓）
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７．従業員に対する適切な動機付け 

【基本方針】 

 お客さま本位の業務運営を実現するための環境を整えるとともに、その取り組みが適切に評価される 

態勢を構築します。 

＜具体的な取り組み＞ 

■お客さまの立場に基づく業務運営を評価の軸に取り入れ、その取り組みについて適切に評価を行い 

ます。 

 

★従業員評価制度（下記参照）に基づく制度適用件数 

今回の対象期間（2025年 3月～2026年 2月）での該当は 0件でした。（前年は 1件） 

該当者が発生した場合には適切に教育・指導を行い、業務改善が行われたことを確認いたします。 

 

★業務改善指示書発出件数 

 

対象期間：2025年 3月～2026年 2月 

 

「業務改善指示書」を発出するに至ったケースについては、その後の改善状況の把握・確認に努めてお

り、全件改善していることを確認しています。 

 

※従業員の評価制度について 

当社では次の事項を重要な行動目標と位置づけ、その取組度合について従業員評価を行っています。 

◎募集活動全般について 

 ・保険業法（関連法含む）およびその他コンプライアンスを遵守した募集活動 

 ・当社「お客さま本位の業務運営に関する方針」の認識と励行 

 ・お客さま、保険会社、その他関係者との適切な関係性の構築 

 ・お客さまの苦情、ご要望への速やかな対応 

 ・個人情報の適切な取扱い 

◎社内業務について 

 ・パワハラ、セクハラ等のない、モラルのある言動 

 ・会社で定められた各種帳票の入力、提出などの速やかな業務遂行 

 

全社員への周知徹底のため、会社ルールブックを作成し配布。 

取締役会において、毎月査定を行っています。 

評価対象者には、適切な教育・指導を行うことで、お客さま対応の向上に努めております。 

業務改善指示

発出件数 5件

　保険募集に関わる事案 2件

　会社ルールに違反した事案 ３件
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○ 金融庁の定める「顧客本位の業務運営に関する原則」の原則（これらに付されている 

（注）含む）のなかで、「非該当」としている項目の理由 
 

金融庁の定める「顧客本位の業務運営に関する原則」の原則 弊社が非該当とする理由 

 

原

則 
５ 

 

注 
２ 

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨

等する場合には、個別に購入することが可能であるか否かを顧客に示すととも

に、パッケージ化する場合としない場合を顧客が比較することが可能となるよ

う、それぞれの重要な情報について提供すべきである 

（（注２）～（注５）は手数料等の情報を提供する場合においても 
同じ）。 

代理店として複数の金融商品・

サービスのパッケージ販売・推奨等

は実施していない為 

 

原

則 
６ 

 

注 
２ 

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨

等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわしいかについて留

意すべきである。 

代理店として複数の金融商品・

サービスのパッケージ販売・推奨等

は実施していない為 

 

注 

３ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の

特性等を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表するとと

もに、商品の販売に携わる金融事業者においては、それを十分に理解した上

で、自らの責任の下、顧客の適合性を判断し、金融商品の販売を行うべきで

ある。 

代理店として金融商品の組成は実

施していない為 

 

補

充

原

則 
１ 

【基本理念】 
金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品やサービスの提供を 

通じて、顧客に付加価値をもたらすと同時に自身の経営を持続可能なものとするた
めに、金融商品の組成に携わる金融事業者の経営者として十分な資質を有する
者のリーダーシップの下、顧客により良い金融商品を提供するための理念を明らかに
し、その理念に沿ったガバナンスの構築と実践を行うべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

 

 

 

補

充

原

則 
２ 

【体制整備】 
金融商品の組成に携わる金融事業者は、顧客により良い金融商品を提 

供するための理念を踏まえ、金融商品のライフサイクル全体のプロダクトガバナンスに

ついて実効性を確保するための体制を整備すべきである。 

その上で、金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の組成・提 
供・管理の各プロセスにおける品質管理を適切に行うとともに、これらの実効性を確
保するための体制を整備すべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

注 
１ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の組成から償還に

至る金融商品のライフサイクル全体を通じたプロダクトガバナンスの実効性や

組成・提供・管理の各プロセスにおける品質管理の実効性を確保するため

に、管理部門等による検証の枠組みを整備すべきである。その事業規模や

提供する金融商品の特性等に応じて、必要な場合には、社外取締役や外

部有識者のほか、ファンドの評価等を行う第三者機関等からの意見を取り入

れる仕組みも検 
討すべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

注 
２ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、プロダクトガバナンスの実効性

に関する検証等を踏まえ、適時にプロダクトガバナンスの確保に関する体制を

見直すなど PDCA サイクルを確立すべきで 
ある。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 
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補

充

原

則 
３ 

 

【金融商品の組成時の対応】 
金融商品の組成に携わる金融事業者は、顧客の真のニーズを想定した 

上で、組成する金融商品がそのニーズに最も合致するものであるかを勘案し、商品

の持続可能性や金融商品としての合理性等を検証すべきである。 

また、商品の複雑さやリスク等の金融商品の特性等に応じて、顧客の最善の利

益を実現する観点から、販売対象として適切な想定顧客属性を特定し、金融商

品の販売に携わる金融事業者において十分な理解が浸透するよう情報連携すべき

である。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

注 
１ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、組成する金融商品が中長期
的に持続可能な商品であるかを検証するとともに、恣意性が生じない適切な
検証期間の下でリスク・リターン・コストの合理性を検証すべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

 

注 
２ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、想定顧客属性を特定するに

当たっては、商品の複雑さやリスク等の金融商品の特性等に応じて、顧客の

資産状況、取引経験、知識及び取引目的・ニーズ等を基本として具体的に

定めるべきであり、必要に応じて想定される販売方法にも留意すべきである。

その際、商品を購入すべきでない顧客（例えば、元本毀損のおそれのある商

品について、元本確保を目的としている顧客等）も特定すべきである。また、

複雑な金融商品や運用・分配手法等が特殊な金融商品については、どのよう

な顧客ニーズに合致させるよう組成しているのか、また、それが当該金融商品に

適切に反映されているか検証を行い、より詳細な想定 
顧客属性を慎重に特定すべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

注 
３ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、製販全体として最適な金融商

品を顧客に提供するため、顧客のニーズの把握や想定顧客属性の特定に

当たり、商品の複雑さやリスク等の金融商品の特性等に応じて、金融商品

の販売に携わる金融事業者との情報連携や必要に応じて実態把握のため

の調査等に取り組むべきである。また、金融商品組成後の検証の実効性を高

める観点から、金融商品の販売に携わる金融事業者との間で連携すべき情

報等について、事 
前に取決めを行うべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

 

 

 

 

 

補

充

原

則 
４ 
 
 
 
 
 
 
 

【金融商品の組成後の対応】 
金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の組成時に想定して 

いた商品性が確保されているかを継続的に検証し、その結果を金融商品の改善や

見直しにつなげるとともに、商品組成・提供・管理のプロセスを含めたプロダクトガバナン

スの体制全体の見直しにも、必要に応じて活用すべきである。 

また、製販全体として顧客の最善の利益を実現するため、金融商品の販売に携

わる金融事業者との情報連携等により、販売対象として想定する顧客属性と実際

に購入した顧客属性が合致しているか等を検証し、必要に応じて運用・商品提供

の改善や、その後の金融商品の組成の改善に 
活かしていくべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

注 
１ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品性の検証に当たっては、

恣意性が生じない適切な検証期間の下でリスク・リターン・コストのバランスが適

切かどうかを継続的に検証すべきである。当該金融商品により提供しようとし

ている付加価値の提供が達成できない場合には、金融商品の改善、他の金

融商品との併合、繰上償還等の検討を行うとともに、その後の商品組成・提供・

管理のプロセスを含めたプロダクトガバナンス体制の見直しにも、必要に 
応じて活用すべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 
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補

充

原

則 
４ 

 

 

 

注 
２ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の複雑さやリスク等の金

融商品の特性等に応じて、商品組成後の検証に必要な情報の提供を金

融商品の販売に携わる金融事業者から受けるべきである。情報連携すべ

き内容は、より良い金融商品を顧客に提供するために活用する観点から実

効性のあるものであるべきであり、実際に購入した顧客属性に係る情報の

ほか、例えば顧客からの苦情や販売状況等も考えられる。金融商品の販

売に携わる金融事業者から情報提供を受けられない場合には、必要に応

じて金融商品の販売方法の見直しも検討すべきである。また、金融商品の

販売に携わる 金融事業者から得られた情報を踏まえた検証結果について

は、必要に応じて金融商品の販売に携わる金融事業者に還元す 

べきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

注 

３ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、運用の外部委託を行う場

合、外部委託先における運用についても検証の対象とし、その結果を踏ま

えて、必要に応じて金融商品の改善や見直しを行うべきである。金融商品

の組成に携わる金融事業者と金融商品の販売に携わる金融事業者の間

で連携する情報については、必要に応じて外部委託先にも連携すべきであ

る 。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

 

 

補

充

原

則 
５ 

【顧客に対する分かりやすい情報提供】 
金融商品の組成に携わる金融事業者は、顧客がより良い金融商品を選 

択できるよう、顧客に対し、運用体制やプロダクトガバナンス体制等について分かりや
すい情報提供を行うべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

 

注 
１ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、顧客に対し、自ら又は必要に

応じて金融商品の販売に携わる金融事業者を通じて、その運用体制につ

いて個々の金融商品の商品性に応じた情報提供を行うべきである。例え

ば、運用を行う者の判断が重要となる金融商品については、当該金融事

業者のビジネスモデルに応じて 、運用責任者や運用の責任を実質的に負

う者について、本人の同意の下、氏名、業務実績、投資哲学等を情報提

供し、又は運用チーム 
の構成や業務実績等を情報提供するべきである。 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

注 
２ 

金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の商品性に関する

情報についても、金融商品の販売に携わる金融事業者と連携 
して、分かりやすい情報提供を行うべきである。 
 

代理店として金融商品の組成は

実施していない為 

 

金融庁「お客様本位の業務運営に関する方針」との「対応関係表」は下記に掲載しております。 

https://global-ideal.co.jp/wp/wp-content/uploads/FD-CT_20260629.pdf 

 

以 上 
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